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研究成果の概要（和文）：　本研究は日本三大玉露茶の生産地である静岡県藤枝市岡部町において、同一の対象
者と世帯を1982年から2014年まで追い続けた追跡研究である。本研究では、茶生産の盛衰に揺れた農村女性のラ
イフコースの変容と農村家族239世帯の世代更新の軌跡を解明した。
　本研究から、本地域の中心的な世帯構成は、親世代の死亡、子世代の結婚と孫の誕生に伴って「親・対象者夫
婦・子」から「対象者夫婦・子夫婦・孫」へと移行したこと、この32年間に４割強の対象者が次世代を更新した
こと、近年は子世代の深刻な結婚難や子世代・孫世代の他出による直系家族の減少が、新たな直系家族の形成を
上回るスピードで生起していることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：　The aim of this study is to clarify the family changes in rural area in 
Japan over 32-years. The data were based on the panel studies conducted in 1982, 1993, 2005 and 
2014, respectively, in Okabe-cho, Shizuoka Prefecture, which is located in central part of Japan. 
　Over 32 years, a majority of households were composed of three generations. After deaths of 
parents, marriage of children and births of grandchildren, their composition shifted from “parents,
 subjects and their children” to “subjects, their children and grandchildren”. 84.2% of these 
households had their sons co-residing with the subjects. Over 40% of the surveyed households 
experienced an alternation of generations; 94.3% of them formed stem families. Households in this 
region maintain the stem family system. In 2014 survey, however, decrease in stem families exceeded 
formation of new ones due to the severe difficulties in marriage and the increase in children 
leaving the district.

研究分野： 総合領域
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
日本家族は、第２次大戦後、法制度上で

は「直系家族制度」から「夫婦家族制度」
へと転換した。また、家族研究の通説とし
て、1960 年代以降になると日本の家族制度
は法制度上にとどまらず現実生活の上でも、
直系家族制度から夫婦家族制度へと転換し
たとされてきた。しかし、2002 年に日本家
族社会学会が実施した全国家族調査『戦後
日本の家族の歩み（NFRJ-S01）』を用いた
精緻な実証研究から、核家族化変動説を検
証しようとする試みが活発化した。こうし
た中で、加藤による「近代化・工業化・都
市化とそれにともなう不断の雇用労働者化
にもかかわらず、直系家族を形成する内発
的な力が 21 世紀の今日でも日本社会の基
層レベルで強力に働いていることを示して
いる」（加藤，2005・2009）、施による「現
代の日本家族は連続性や継承性をもつ直系
制家族でありながら、情緒的で自律性の高
い近代家族であるという可能性を示唆す
る」（施，2010）という知見が注目された。 
高齢期の家族に関する研究は、高齢社会

を迎えて膨大な数にのぼっているが、多く
は都市の高齢者と家族、高齢者介護に関す
る研究で、農業不振や後継者の結婚難に直
面している中山間地域の農村家族に注目し
た研究は、極めて少ないのが現状である。 
本研究の対象地域である静岡県藤枝市岡

部町朝比奈地域は 1970 年代まで温州ミカ
ンの栽培が盛んであったが、76 年のミカン
価格の暴落以降、茶生産に転換し、1980 年
代には茶生産の最盛期を迎えた。80 年の国
勢調査では、65 歳以上高齢者の同居率は
93.0％と静岡県下で最も高率であり、直系
制家族の根強い地域であった。本地域は、
日本有数の良質茶の産地であり、日本三大
玉露の産地としても有名である。しかし、
90 年代中頃から茶生産は徐々に停滞し、茶
生産農家の高齢化や後継者の結婚難が深刻
化している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．研究の目的 
静岡県藤枝市岡部町朝比奈地域に居住す

る農村女性を研究対象として、1982 年、
1993 年、2005 年、2014 年における４時点

パネルデータを用いて、茶生産の盛衰に揺
れた農村女性のライフコースと農村家族の
世代更新の軌跡を明らかにすることを目的
としている。 
 
３．研究の方法 
日本三大玉露茶の生産地である静岡県藤

枝市岡部町（図表１）において、1982 年に
30～59 歳の有配偶女性 439 人を対象に第 1
回調査を実施した。その後、同一対象者に
対して 1993 年に第２回調査、2005 年に第
３回調査を実施した。第１～３回調査は、
いずれも訪問面接調査である。さらに、2014
年には、静岡県藤枝市市民文化部市民課よ
り住民基本台帳大量閲覧の許可を得て、
1982 年、1993 年、2005 年の追跡調査対象
者の住民基本台帳リストの閲覧を行った。
これによって、1982 年から 2014 年までの
４時点パネルデータを得た。 
本追跡研究の対象者は、1982 年の第 1回

調査では 30～59 歳であったが、32 年後の
2014 年には 63～90 歳へと加齢している。
本追跡研究から、大正 12 年～昭和 27 年生
まれの 239 人、対象世帯 239 世帯の４時点
パネルデータを整備・完成した。 
また、調査対象者を対象者の結婚した時

期によって、「昭和 20 年代結婚コーホート」
（以下「20 年代 MC」）、「昭和 30 年代結婚コ
ーホート」（以下「30 年代 MC」）、「昭和 40
～54 年結婚コーホート」（以下「40～54 年
MC」）に３区分した。各結婚コーホートの対
象者人数、生年、４時点における対象者の
年齢は、図表２に示した通りである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．研究成果 

(1) 結婚コーホートによるライフコース

の変容 

① 出身地と学歴の差異 
対象者の出身地は、岡部町が「20 年代 MC」

で約 60％、「30 年代 MC」で 55％強、「40～
54 年 MC」で 45％強と早い時期の結婚コー
ホートに町内出身者が多いが、有意な差は
みられない。一方、学歴では結婚コーホー
トによる有意な差がみられ、「20 年代 MC」
と「30 年代 MC」では尋常小学校・高等小学
校・新制中学の義務教育修了程度が 75～
80％を占めているのに対して、「40～54 年
MC」では中学卒者が半数となり、高校を卒
業した者が 40％、短大・専門学校・大学を
卒業した者が 10％弱となっている。 

1982 1993 2005 2014
昭和20年代 67 1924-1935 49-59 58-69 70-81 79-90

昭和30年代 95 1929-1943 39-53 50-64 62-76 71-85

昭和40～54年 77 1937-1951 30-45 42-56 54-68 63-77

全体 239 1924-1951 30-59 42-69 54-81 63-90

N 生年
年齢

 

図表２ 結婚コーホート別にみた対象者の年齢 

 

図表１ 朝比奈地域での新茶の収穫 



② 主な出来事経験の平均年齢 
各出来事経験の平均年齢と四分位範囲の

値を検討してみよう。まず、３つの結婚コ
ーホートによってライフコース上の主要な
ライフイベントの年齢が異なっているかを
検討するために、一元配置の分散分析を行
った。分散分析の結果、結婚年齢、第一子
出産年齢、末子出産年齢、子ども学卒年齢、
子どもが最初に結婚した年齢、初孫誕生年
齢には結婚コーホートによる有意な差は見
られなかった。しかし、四分位範囲の値を
みると、結婚年齢、第一子出産年齢、末子
出産年齢、子どもが最初に結婚した年齢、
初孫誕生年齢の値は「40～54 年 MC」が他の
結婚コーホートよりも小さくなっており、
散らばりの程度は縮小している。一般に若
い結婚コーホートほどライフコースが多様
化する傾向があると指摘されるが、本研究
の中山間地域に居住する対象者は、結婚の
時期が早い結婚コーホートの方が主要なラ
イフイベントの年齢は多様であったことが
明らかになった。 
次に、出産期間、出生児数、男の子の数、

女の子の数の平均年齢と四分位範囲の値を
算出し、３つの結婚コーホートによって出
産期間、出生児数、男の子の数、女の子の
数が異なるかどうかを検討するために一元
配置の分散分析を行った。その結果、出産
期間（F(2,223）=3.935, p<.05）、出生児数
（F(2,236）=9.041, p<.001）、女の子数
（F(2,236）=3.218, p<.05）における結婚
コーホートの効果は有意であった。Tukey
の HSD 法（５％水準）を用いて多重比較を
行ったところ、出産期間では「20 年代 MC」
と「40～54 年 MC」の間、「出生児数」では
「20 年代 MC」と「30 年代 MC」、「20 年代 MC」
と「40～54 年 MC」の間、「女の子数」では
「20 年代 MC」と「40～54 年 MC」の間に有
意な差があり、結婚時期が遅い結婚コーホ
ートほど出産期間が短く、出生児数と女の
子数が少ないことが分かった。男の子数に
ついては、結婚の時期による有意な差は見
られなかった。また、出産期間と出生児数
については「40～54 年 MC」の四分位範囲の
値が「20 年代 MC」に比べて小さいことから、
散らばりの程度も縮小している。出産児数
の減少は、女の子数の減少によることも明
らかになった。 
 

③ 職業経歴と職業移動の差異 
対象者の職業経歴では、結婚前に農業者

だった者の割合が「20 年代 MC」の 79.1％、
「30 年代 MC」の 58.9％、「40～54 年 MC」
の 16.9％と大きな差がみられる。また、い
ずれの結婚コーホートも農業に従事する対
象者の割合は、第 1回調査の 1982 年が最も
高率であるが、「20 年代 MC」は 85.1％、「30
年代 MC」は 81.1％と８割を超えているのに
対して、「40～54 年 MC」は 61.0％にとどま

っている。さらに、93 年時点でも「20 年代
MC」と「30年代MC」は農業者の比率が67.2％、
66.3％と 7 割弱を占めているが、「40～54
年 MC」は農業者の比率が 32.5％と低率で、
「農業以外の仕事」が 61.0％と６割を超え
ている。 
次に、職業移動を結婚前と 1982 年、1982

年と 93 年、93 年と 2005 年について検討し
た。まず、「20 年代 MC」の結婚前から 82
年への職業移動では、「農業→農業」が
70.1％と圧倒的多数を占めている。これに、
結婚後農業に従事した「農外就労→農業」
の 11.9％と「無職→農業」の 3.0％を合わ
せると 85.0％が、結婚後は婚家の農業労働
力として厳しい労働を経験したことが分か
る。「20 年代 MC」で結婚後に農業に従事し
たことのない者は 67 人中７人（10.5％）、
結婚後から 2005 年まで無職だった者は２
人（3.0％）にすぎない。「20 年代 MC」にと
って、結婚後は嫁としての農業労働がほぼ
運命づけられていたと言えよう。「20 年代
MC」は 70～81 歳になった 2005 年時点でも
55.2％が農業に従事し、農外就労者を加え
ると６割を超える者が働いている。 
「30 年代 MC」の結婚前から 82 年への職

業移動では、「農業→農業」が 54.7％と「20
年代 MC」に比べると低率であるが、「農外
就労→農業」（16.9％）と「無職→農業」
（9.5％）の 26.4％を合わせると 81.1％が
結婚後に農業に従事している。1986 年の
「農村三世代家族に於ける生活文化の断絶
と継承に関する調査」の事例調査において、
「30 年代 MC」の対象者の多くは、婚家で嫁
として初めて慣れない農業労働を経験した
苦労を語っている。「30 年代 MC」で結婚後
に農業に従事したことのない者は 95 人中
18 人（18.9％）、結婚後から 2005 年まで無
職であった者は１人（1.1％）にすぎない。 
一方、「40～54 年 MC」の結婚前から 82

年への職業移動では、「20 年代 MC」や「30
年代 MC」では高い比率を占めている「農業
→農業」が 15.6％と２割を下回っているが、
「農外就労→農業」は 45.4％と最も高率で
ある。次いで「農外就労→農外就労」が
27.3％と３割弱を占めている。「40～54 年
MC」には、結婚後は農業に従事したが、そ
の後農外就労者となった者が 24 人、農業労
働の経験を持たない者は 29 人（37,7％）で、
結婚後から 2005 年まで無職者はいない。 

 

④ 結婚難の現状 
まず、対象者と同居する同居未婚子の最

年長者の年齢について検討した。この結果、
同居未婚子の最年長者の年齢は、93 年には
10 代と 20 代が約 75％であるが、2005 年に
は 30 代と 40 代が約 70％、14 年には未婚子
と言っても 40 代が 37.2％、50 代と 60 代が
36.0％を占めている。また、2014 年の未婚
最年長者の平均年齢は 46.6 歳である（図表



６）。このような状況がさらに続くと、個々
の世帯における農業生産活動の継承や日常
の生活経営に支障をきたすばかりでなく、
地域全体の産業構造、コミュニティ活動や
生活システムを弱体化させ、集落活動を困
難にすることが予想される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次に、2014 年における未婚子との同居状

況を結婚コーホート別に検討しよう。「20
年代 MC」のうち未婚子と同居する世帯は
14.9％で、未婚子の 90.0％が男性である。
また、未婚子の最年少者は 54 歳、最高齢者
は 64 歳で、平均年齢は 58.6 歳である。こ
の結果から、後継者の結婚難は「20 年代 MC」
でも無縁とは言えず、「20 年代 MC」の１割
強が 40 歳以上の未婚子と同居している。 
次に「30 年代 MC」のうち未婚子の同居世

帯率は 28.4％で、同居未婚子の 81.5％が男
性である。また、同居未婚子のうち 40 代が
51.9％、次いで 50 代が 44.4％で、平均年
齢は 49.4 歳である。 
さらに、2014 年に 63～77 歳の「40～54

年 MC」は、未婚子の同居世帯率が 42.9％で、
未婚子の 81.8％が男性である。また、同居
未婚子の最年少者は 30 歳、最年長者は 47
歳で、平均年齢は 38.8 歳である。未婚子の
年齢構成割合をみると、30 代前半が 21.2％、
30 代後半が 36.4％、40 代が 42.4％と、同
居未婚子の 57.6％が 30 代の同居未婚子で
占められていることから、今後の結婚動向
が注目される。 
以上から、現時点では「20 年代 MC」と「30

年代 MC」において、同居未婚子の結婚難と
高年齢化が深刻な問題であること、「40～54
年 MC」は今後の動向が注目されることが明
らかになった。 
 
(2)４時点における世代更新の推移 
本研究を実施した 32 年間という時間幅

は、対象者世帯が子の結婚・同居によって
次世代を更新し直系家族を形成するか、子
の結婚他出等によって「夫婦のみ世帯」ま
たは単独世帯へと移行するかを見極めるこ
とのできる時間的長さである。調査対象者
の全世帯（239 世帯）について 1982～2014
年の世代更新の推移を見てみよう（図表７）。 

①「子世代更新世帯」と「孫世代更新世帯」 
1982 年時点における調査対象者の年齢

は 30～59 歳である。まず、対象者の子世
代が結婚後同居して直系家族を形成した
「子世代更新世帯」は、1982 年の第１回調
査の時点で 11.3％（27 世帯）であり、対象
者世帯の１割強が 82 年時点ですでに次世
代を更新している。そして、対象者が 42～
69 歳となった 93 年には「子世代更新世帯」
は 30.5％（73 世帯）まで増加している。さ
らに、対象者が 50～81 歳となった 2005 年
になると「子世代更新世帯」の 94 世帯
（39.3％）に加えて、孫世代が結婚後、対
象者（夫婦）と同居して直系家族を形成し
た「孫世代更新世帯」が２世帯出現してお
り、「子世代更新」世帯と「孫世代更新」世
帯を合わせると 40.1％（96 世帯）が対象者
世代の次の世代または次の次の世代の更新
を果たしている。そして、第 1回目の調査
から 32 年が経過し、生存している調査対象
者が 63～90 歳となった 2014 年には、「子世
代更新世帯」が 41.4％（99 世帯）、「孫世代
更新世帯」が 1.7％（4世帯）となり、調査
対象者世帯の 43.1％(103 世帯)が、対象者
世代の次の世代または次の次の世代の更新
を実現したことが明らかになった。このよ
うに、32 年間の対象者世帯の世代更新の状
況を全体として見ると、子世代が結婚後に
親と同居して直系家族を形成する慣行は根
強く持続していると言うことができよう。 
しかし、世代更新の推移を各時点間で観

察すると「子世代更新世帯」は、第 1回調
査の 1982 年と第２回調査の 1993 年との間
で、27 世帯から 73 世帯へと 2.7 倍の著し
い増加を示しているのに対して、第２回調
査の 1993 年と第３回調査の 2005 年の間で
は 73 世帯から 96 世帯への 1.3 倍と増加は
小幅となり、さらに第３回調査の 2005 年と
第４回調査の 2014 年の間では 96 世帯から
99 世帯へとほぼ横ばいとなっている。 
 
②「更新未確定世帯」 
次に、同居している子どもが未婚であり、

世代更新できるかどうかが未確定の「更新
未確定」について検討する。「更新未確定世
帯」は、1982 年には 83.7％（200 世帯）と
圧倒的多数を占めているが、1993 年には
49.8％（119 世帯）、2005 年には 33.9％（81
世帯）、2014 年には 29.3％（70 世帯）と減
少している。このような「更新未確定」世
帯の減少は、子世代の進学・就職・結婚に
よる他出、子どもの結婚同居などの対象者
の加齢に伴うライフステージの進行によっ
て生じている。 
また、「更新未確定」世帯の推移をみると、

第 1回調査と第２回調査の間で著しく減少
しているが、第２回調査の 1993 年と第３回
調査の 2005 年の間で減少が緩慢となり、第
３回調査の 2005 年と第４回調査の 2014 年
の間の減少は小幅となっている。そして、

 

図表６ 同居未婚子最年長者の年齢 



2005 年には「更新未確定世帯」の中でも 40
歳未満の未婚子と同居する「更新未確定Ⅰ」
（19.7％）が、40 歳以上の未婚子と同居す
る「更新未確定Ⅱ」（14.2％）を上回ってい
るが、2014 年になると両者は逆転し、「更
新未確定Ⅱ」が対象者世帯の 20.9％と２割
を超えており、子世代の結婚難にとどまら
ず、未婚子の高齢化が認められる。 
 
③「更新困難世帯」 
子世代が他出して「夫婦のみ」または「単
身世帯」へ移行した「更新困難世帯」は 82 
年の 5.0％（12 世帯）から 93 年の 19.7％
（47 世帯）、2005 年の 25.9％（62 世帯）へ
と増加しているが、その後は 2014 年の
27.6％（66 世帯）と微増となっている。つ
まり、2005 年以降は新たな「子や孫世代の
他出」の出現頻度は少なくなっている。「更
新困難世帯」は、今後消滅するリスクが高
い世帯ではあるが、他方、子世代や孫世代
の「帰家」（再同居）によって直系家族の形
成を実現する可能性、子世代からの「呼び
寄せ同居」によって調査地域以外の地域に
おいて直系家族の形成を実現する可能性が
残されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
これまで農村地域では、長男夫婦による

結婚当初からの一貫同居と農業経営の継承
によって直系家族制が維持されてきた。し
かし、本研究から中山間地域の農村家族で
も子世代の大学進学・就職・結婚などによ
る「離家」が一般的になっており、子世代
や孫世代の「帰家」（再同居）、調査地域以
外への子世代の「呼び寄せ同居」が、直系
家族制度の持続、直系家族の形成と世代更
新に大きな影響を及ぼしていることが示唆
された。 
 
(3) 4 時点における世帯構成と平均世帯人
員数の変化 
世代更新の状況と現実の世帯構成との関

係性について言及しておきたい。対象者世
帯 239 世帯の４時点における世帯構成の変
化を件とすると、三世代世帯と四世代世帯
を合計した直系家族世帯が、1982 年の

69.5％、1993年の62.0％、2005年の49.0％、
2014 年の 39.3％と減少し、40％を下回って
いる。 
一方、前述したように次の世代・次の次

の世代を更新した「子世代更新世帯」と「孫
世代更新世代」は 2014 年には 43.1％であ
る。両者の差は 2014 年についてみると、対
象者から見て次世代を更新しているが、三
世代世帯を形成していない世帯が 12 世帯
あることによる。12 世帯とは、孫が誕生し
ていない二世代世帯（６世帯）、本人夫婦と
孫夫婦が同居する二世代世帯（１世帯）、対
象者世代が死亡した「子夫婦と孫」の核家
族世帯（５世帯）である。したがって、2014
年に対象者世代の世代更新の比率（43.1％）
が、三世代・四世代の直系家族世帯の構成
割合（39.3％）を数％上回っていることを
考慮すると、1982 年における対象者の親世
代の次世代更新率は少なくとも 70％を超
えていたことが示唆される。 
 次に結婚コーホート別に平均世帯人員数
をみると、「20 年代 MC」は 4.91 人→5.24
人→4.82 人→4.15 人と 32 年間にわたって
４～５人の世帯規模を維持している。世帯
規模が最大であったのは 1993 年である。次
に、「30 年代 MC」は 1982 年の 4.93 人を最
大規模として、減少を続けている。これに
対して「40～54 年 MC」は、1982 年の平均
世帯人員数が 6.21 人と６人を超えている
が、その後減少し 2014 年には 3.52 人とな
った。このような平均世帯人員数の推移は、
次に述べる結婚コーホート別に世代更新を
分析・検討する際に重要な情報となる。 
 
(4) 結婚コーホート別にみた世代更新の
推移  
「世代更新のタイプ」と「結婚コーホー

ト」のクロス集計から、1982 年、1993 年、
2005 年、2014 年の４時点すべてにおいて
１％水準以下で有意差がみられ、各時点の
世代更新には結婚コーホートによる差異が
大きいことが明らかになった。そこで、世
代更新の様相が、結婚コーホートによって
どのように異なるのかを明らかにした。 
 
① 昭和 20 年代結婚コーホート 
「20 年代 MC」は、79～90 歳となった 2014

年時点で「子世代更新」と「孫世代更新」
を合わせて 70.2％の対象者世帯が世代更
新を果たしている。これは、前述したよう
に 1982 年における対象者の親世代の次世
代更新率が少なくとも 70％を超えていた
のではないかという予測とほぼ一致する世
代更新の比率である。また、「子世代更新」
世帯は、対象者が 50 代から 60 代であった
82 年から 93 年の 11 年間に著しく増加し、
93 年には 67.2％に達したが、その後の 20
年間は 65％前後で推移している。「更新未
確定」世帯についても 93 年以降の減少は小
幅であること、2014 年時点で次世代を更新

図表７ 世代更新の推移（1982-2014） 
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している「子世代更新」と「孫世代更新」
の 47 世帯のうち、2005 年時点で「子世代
更新」を実現している世帯が 43 世帯、
91.5％に達していることから、「20 年代
MC 」は 82 年から 2005 年の間に世代更新を
活発に行い、対象者が 70～81 歳となった
2005 年頃には世代更新をほぼ終えたこと
が明らかになった。 
 
② 昭和 30 年代結婚コーホート 
「30 年代 MC」では、未婚子と同居してい

る「更新未確定」世帯が 82 年の 92.6％か
ら 93 年の 42.1％へと著しい減少を示し、
さらに 2005 年には 27.4％まで減少してい
るが、その後は横ばいである。そして、「更
新未確定」世帯の減少に伴って、「更新困難」
世帯と「子世代更新」世帯が増えているが、
いずれも 2005 年以降は増加が止まってい
る。「30 年代 MC」の対象者は 2014 年に 71
～85 歳となっているが、2014 年時点の「子
世代更新」と「孫世代更新」の合計は 37.9％
と 40％に達しておらず、「20 年代 MC」の次
世代更新の 70.2％と比較すると低率であ
る。また、「30 年代 MC」は「更新困難」世
帯が他の結婚コーホートと比較して高率で
ある。「30 年代 MC」の対象者が世代更新を
活発に行ったのは 82 年から 2005 年の間で
あることが明らかになった。 
 
③ 昭和 40～54 年結婚コーホート 
「40～54 年 MC」は、「更新未確定」世帯

が82年の97.4％から減少し続けているが、
2014 年時点でも「更新未確定」の割合が最
も高く、40％を超える世帯が依然として「更
新未確定」のままである。一方、「40～54
年 MC」の次世代更新は、1993 年の第 2回調
査で「子世代更新」（5.2％）が出現し、2005
年には 24.7％へと増加している。しかし、
2005 年以降はわずかな増加にとどまり
2014 年時点で 26.0％と低率である。「40～
54 年 MC」は 2014 年に 63～77 歳となってい
るが、このうちの 23.4％が 60 代前半の対
象者であり、「40～54 年 MC」の次世代更新
は今後も期待される。しかし、「子世代更新」
世帯の割合を「30 年代 MC」と「40～54 年
MC」が 60 代・70 代だった時期と比較する
と、「20 年代 MC」は 93 年と 05 年の 65％前
後、「30 年代 MC」は 2005 年の 33.7％に対
して、「40～54 年 MC」は 2014 年の 26.0％
と低い水準であることが分かる。また、2014
年の「40～54 年 MC」は、「更新困難」世帯
と「更新未確定」世帯が「子世代更新」世
帯を上回っている。 
以上から、本追跡研究から、本地域では

第３回調査の 2005 年頃までは「直系家族を
形成する内発的な力が強力に働いている」
実態が認められた。しかし、2005 年以降は
直系制家族の減少が「新たな直系制家族」
の形成を上回るスピードで起きていること
が明らかになった。また、結婚の時期が遅

く、次世代形成の時期が後になるほど「子
世代更新」は困難となっており、「40～54
年 MC」の次世代形成は危機的状況にあると
言わざるを得ない。 
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